
様式第１号 

令和８年６月２６日 

文部科学大臣 殿 

〔設置者の名称〕 学校法人富士大学  

〔代表者の役職〕 理事長〔代表者の氏名〕 龍澤 尚孝 

大学等における修学の支援に関する法律第３条第１項の確認に係る申請書 

○申請者に関する情報

大学等の名称 富士大学 
大学等の種類 
（いずれかに○を付すこと） 

（大学・短期大学・高等専門学校・専門学校） 

大学等の所在地 岩手県花巻市下根子４５０－３ 

学長又は校長の氏名 龍澤 尚孝 

設置者の名称 学校法人 富士大学 

設置者の主たる事務所の所在地 岩手県花巻市下根子４５０－３ 

設置者の代表者の氏名 龍澤 尚孝 
申請書を公表する予定のホーム

ページアドレス https://www.fuji-u.ac.jp 

※ 以下のいずれかの□にレ点（☑）を付けて下さい。

□ 確認申請

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第５条第１項に基づき確

認申請書を提出します。 

☑ 更新確認申請書の提出

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第５条第３項に基づき更

新確認申請書を提出します。 

※ 以下の事項を必ず確認の上、すべての□にレ点（☑）を付けて下さい。 
☑ この申請書（添付書類を含む。）の記載内容は、事実に相違ありません。

☑ 確認を受けた大学等は、大学等における修学の支援に関する法律（以下「大

学等修学支援法」という。）に基づき、基準を満たす学生を減免対象者として

認定し、その授業料及び入学金を減免する義務があることを承知しています。 

☑ 大学等が確認を取り消されたり、確認を辞退した場合も、減免対象者が卒業

するまでの間、その授業料等を減免する義務があることを承知しています。

☑ この申請書に虚偽の記載をするなど、不正な行為をした場合には、確認を取
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り消されたり、交付された減免費用の返還を命じられる場合があるとともに、

減免対象者が卒業するまでの間、自らが費用を負担して、その授業料等を減免

する義務があることを承知しています。 
 
☑ 申請する大学等及びその設置者は、大学等修学支援法第３条第２項第３号

及び第４号に該当します。 

 

○各様式の担当者名と連絡先一覧 
様式番号 所属部署・担当者名 電話番号 電子メールアドレス 

第１号 総務部・藤本修一 0198-23-6221 syomu@fuji-u.ac.jp 

第２号の１ 教務課・伊東加奈子 0198-23-7905 kyoumu@fuji-u.ac.jp 

第２号の２ 総務部・藤本修一 0198-23-6221 syomu@fuji-u.ac.jp 

第２号の３ 教務課・伊東加奈子 0198-23-7905 kyoumu@fuji-u.ac.jp 

第２号の４ 経理課・伊藤由美子 0198-23-7820 keiri@fuji-u.ac.jp 

 

○添付書類 
 
※ 以下の事項を必ず確認し、必要な書類の□にレ点（☑）を付けた上で、これ

らの書類を添付してください。（設置者の法人類型ごとに添付する資料が異な

ることに注意してください。） 
 
「⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置」関係 
 
☑ 実務経験のある教員等による授業科目の一覧表《省令で定める単位数の基

準数相当分》 
 
 
「⑵-①学外者である理事の複数配置」関係 
 
☑ 《一部の設置者のみ》大学等の設置者の理事（役員）名簿 
 
「⑵-②外部の意見を反映することができる組織への外部人材の複数配置」関係  
□ 《一部の設置者のみ》大学等の教育について外部人材の意見を反映すること

ができる組織に関する規程とその構成員の名簿 
 
「⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表」関係 
 
☑ 客観的な指標に基づく成績の分布状況を示す資料 
 
 
その他 
 
☑ 《私立学校のみ》経営要件を満たすことを示す資料 
 
☑ 確認申請を行う年度において設置している学部等の一覧 
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（添付書類）経営要件を満たすことを示す資料

学校コード F103310100764 学校名 富士大学

設置者名

Ⅰ．①直前３年度の決算の事業活動収支計算書における「経常収支差額」の状況

経常収入(A) 経常支出(B) 差額(A)-(B)

申請前年度の決算 1,081,518,862円 1,258,816,321円 -177,297,459円

申請２年度前の決算 1,061,019,079円 1,213,733,823円 -152,714,744円

申請３年度前の決算 1,170,208,136円 1,290,352,607円 -120,144,471円

Ⅰ．②直前の決算の貸借対照表における「運用資産－外部負債」の状況

運用資産(C) 外部負債(D) 差額(C)-(D)

申請前年度の決算 791,005,126円 119,652,977円 671,352,149円

Ⅱ．申請校の直近３年度の収容定員充足率の状況

収容定員(E) 在学生等の数(F) 収容定員充足率(F)/(E)

今年度（申請年度） 760人 646人 85%

前年度 760人 595人 78%

前々年度 760人 652人 85%

（Ａ）又は（Ｂ）のいずれかを記載

・申請校の直近の進学・就職率の状況（Ａ）学校基本統計を利用する場合

卒業者数(G) 進学者数＋就職者数(H) 進学・就職率(H)/(G)

申請前年度の状況 人 人 ％

・申請校の直近の進学・就職率の状況（Ｂ）学校基本統計を利用しない場合

進学希望者＋就職希望者(I) 進学者数＋就職者数(J) 進学・就職率(J)/(I)

申請前年度の状況 人 人 ％

（Ⅰ．②の補足資料）「運用資産」又は「外部負債」として計上した勘定科目一覧

○「運用資産」に計上した勘定科目

勘定科目の名称 申請前年度の決算における金額

施設設備充実引当特定預金 6,643,000円

現金預金 784,362,126円

円

○「外部負債」に計上した勘定科目

勘定科目の名称 申請前年度の決算における金額

借入金 5,784,000円

未払金 113,868,977円

円

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

負債の内容

学校法人富士大学

資産の内容

大学・短期大学・高等専門学校で、Ⅱ．申請校の直近３年度の全ての収容定員充足率が８割未満の場合

申請前年度に当該学校を卒業した者について、今年度（申請年度）５月１日時点の状況について
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様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 

※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。

学校名 F103310100764 
設置者名 学校法人富士大学 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

経済学部 

経済学科 
夜 ・

通信 
39 

2 41 13 

経営法学科 
夜 ・

通信 
39 13 

夜 ・

通信 

夜 ・

通信 

（備考） 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

https://www.fuji-u.ac.jp/life/kyoumu 

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名 

（困難である理由） 
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様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 

※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。

学校名 富士大学 
設置者名 学校法人富士大学 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
https://www.fuji-u.ac.jp/soumu 

〇法人情報「私立学校法第 107 条第 1 項第 2号にさだめる役員等名簿」 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 

㈱中央コーポレーショ

ン代表取締役社長

㈱中央石油代表取締役

社長

花巻商工会議所副会頭

R7.5.28～ 

R10.5 

経営全般について

意見を伺う 

非常勤 
㈱アイビーシー岩手放

送代表取締役社長 

R7.5.28～ 

R10.5 

経営全般について

意見を伺う 

非常勤 

学校法人龍澤学館法人

本部地域連携推進・SDG

ｓ推進室長 

R7.5.28～ 

R10.5 

経営全般について

意見を伺う 

非常勤 
ＴＲＩＣＯＬＯＲＥ㈱

取締役 

R7.5.28～ 

R10.5 

経営全般について

意見を伺う 

（備考） 
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様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

学校名 富士大学 

設置者名 学校法人富士大学 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

本学のシラバスの記載項目は、以下のとおりである。 

対象学生、科目区分、授業方法等、授業の概要と到達目標、教科書、参考

書、関連科目リスト、学習方法指示（準備学習等含む）、成績評価方法、授

業回数ごとの授業内容 

 この項目に沿った「シラバス作成要領」を作成して、教員に示し、記載

内容が適正であるかという観点から、教育運営委員会でシラバスチェック

を実施し、修正が飛鳥な場合は、各教員に修正を指示する。 

シラバスの公表は、新年度のガイダンス・履修登録期間に必要となるの

で、3 月末に行っている。 

授業計画書の公表方法 https://www.fuji-u.ac.jp/iassistant 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

ディプロマ・ポリシーの単位認定（卒業認定）の方針を明記したシラバ

スにある成績評価の方法基準により、厳正に実施している。成績評価の方

法としては、定期試験 ％、レポート ％、受講態度 ％というように具

体的に明示している。

 また、卒業論文を 4 年間の学修の集大成と位置づけ、卒業論文評価基準

に従って、4 年間の学習成果を点検・評価する。評価基準としては、身につ

けるべき力として、以下のものを挙げている。 

① 問題発見力

② 情報を収集・分析・整理する力

③ 専門知識

④ 論理的思考力

⑤ 問題解決力

同時に、卒業論文作成に対する取組姿勢の評価と学修ポートフォリオの

評価も加え、個々の卒業論文について総括的評価を行う。 
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３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

 GPA は、学生に対する個別の学習指導、奨学金や授業料免除対象者の選定基準など

に活用している。 

 算定方法は、「富士大学ＧＰＡに関する規則」第５条に明記しており、ホームペー

ジや履修ガイドブックで公表している。 

ＧＰＡの算出方法は、以下のとおりである。 

ＧＰは、成績評点を基に算出する。 

ＧＰ＝（成績評点－５５）×１０（ただし、GP＜０．５は＝０．０とする） 

ＧＰＡ＝（ＧＰ×当該科目の単位数）の総和／履修総単位数 

 半期ごとに教育運営委員会で「ＧＰＡの分布について」全学生の１年か

ら４年の経年の変化がわかる資料を作成し、学年別・学科別・男女別等に

分布の状況を把握し、現状の分析等を行い教授会で報告を行っている。 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 
［ＧＰＡに関する規則］ 

https://www.fuji-u.ac.jp/life/kyoumu 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

 ディプロマ・ポリシーを学科ごとに策定し、〔知識〕〔技能〕〔態度〕の３

分類で卒業時に身につけるべき能力を詳細に定めホームページで公表して

いる。 

 単位修得状況等が記載された卒業判定資料を基に、教育運営委員会が卒

業判定案を作成した後に、教授会の審議結果を参考に学長が決定する。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
［教育理念］ 

https://www.fuji-u.ac.jp/overview/kengaku 
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様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 富士大学 

設置者名 学校法人富士大学 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 https://www.fuji-u.ac.jp/soumu 

収支計算書又は損益計算書 https://www.fuji-u.ac.jp/soumu 

財産目録 https://www.fuji-u.ac.jp/soumu 

事業報告書 https://www.fuji-u.ac.jp/soumu 

監事による監査報告（書） https://www.fuji-u.ac.jp/soumu 
 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

中長期計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 

公表方法：〔自己点検評価書〕https://www.fuji-u.ac.jp/soumu 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 

公表方法： 
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（３）学校教育法施行規則第 172 条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業又は修了の認定に関する方針、教育課程の編成及び実

施に関する方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名 経済学部 

教育研究上の目的 

（公表方法：https://www.fuji-u.ac.jp/overview/kengaku） 

（概要） 

 建学の精神に基づき、次に掲げる人材を育成することを教育目的とする。 

・専門性と同時に教養を身につけ、国際感覚と語学力、情報処理能力を備えた人材 

 （地球的・国際的視野の涵養） 

・実践的な専門知識、豊かな創造性、柔軟な問題解決能力を備えた人材（創造的・実践的 

知性の開発） 

・地域社会に貢献できる人材（自発的・奉仕的精神の体得） 

 

卒業又は修了の認定に関する方針 

（公表方法：https://www.fuji-u.ac.jp/overview/kengaku） 

（概要） 

 卒業の認定に関する方針として、ディプロマ・ポリシーを策定している。 

〔知識〕〔技能〕〔態度〕３つに分け、卒業時に身につけている能力等を示している。 

 専門知識の他に、教養科目も含めた幅広い知識を身につけると同時に、自分の考えを論

理的に説明できる力や情報の収集・分析を行い、問題を解決できる力を身につける。 

 また、自らを律し、多様な組織の中で社会の一員としての自覚を持ち、地域・社会に貢

献できるような力身につける。 

 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：https://www.fuji-u.ac.jp/overview/kengaku） 

（概要） 

 ディプロマ・ポリシーに示す能力等を育成し、教育目的を達成するため、種々の教育内

容と教育方法を取り入れた授業を実施し、教育評価を行う方針として、カリキュラムポリ

シーを策定している。 

 主体的な学びを促進するため、全授業科目でアクティブ・ラーニング、ICT の活用、問題

解決型の授業を行う。 

 教育評価として、学修行動調査等の調査による学修成果の達成状況の点検・評価、２年

次終了時にアセスメント・テストを実施し、専門知識の修得状況の点検・評価を行う。卒

業論文を４年間の学修の集大成と位置づけ、全学科共通の評価基準に基づき、一人ひとり

の卒業論文について総括的評価を行う。 

 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：https://www.fuji-u.ac.jp/overview/kengaku） 

（概要） 

 建学の精神・教育理念に理解を示し、勉学、スポーツ、ボランティア、国際交流等、多

岐にわたる活動を通して、日々向上しようとする意欲を持った学生を求めている。したが

って、入学者選抜においては、多様な方法を採用し、様々な個性や資質を持った学生を広

く受け入れることを、入学者受け入れの方針としてしている。 
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②教育研究上の基本組織に関すること 

公表方法：https://www.fuji-u.ac.jp/overview/soshiki 
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③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること
a.教員数（本務者）

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

経済学部 ３人 － ３人

－ １９人 ４人 １人 人 人 ２４人

－ 人 人 人 人 人 人

b.教員数（兼務者）

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

人 ５５人 ５５人

各教員の有する学位及び業績 

（教員データベース等） 
公表方法：https://www.fuji-u.ac.jp/overview/jiko-com 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項）
学生による授業評価アンケートを実施し、各教員が PDCA サイクルを基に授業改善報告書を作成してい

る。 

各学科で、公開授業を実施し、それに関し授業研究会を行い、授業内容・方法について組織的な改善を

図っている。 

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

経済学部 １９０人 ２０２人 106％ ７６０人 ６４５人 84.9％ 人 ４人

人 人 ％ 人 人 ％ 人 人

合計 人 人 ％ 人 人 ％ 人 人

（備考） 

b.卒業者数・修了者数、進学者数、就職者数

学部等名 
卒業者数・修了者数 進学者数 

就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

経済学部 
１３２人

（100％）

１人

（ 0.008％）

１２８人

（ 97.0％）

３人

（ 2.3％）

人

（100％）

人

（ ％）

人

（ ％）

人

（ ％）

合計 
１８８人

（100％）

１人

（ 0.008％）

１２８人

（ 97.0％）

３人

（ 2.3％）

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（備考） 
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c.修業年限期間内に卒業又は修了する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載

事項） 

学部等名 
入学者数 

修業年限期間内 

卒業・修了者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

 
人

（100％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

 
人

（100％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

合計 
人

（100％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

（備考） 

 

 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

授業科目は、学則別表（１）に記載 

https://www.fuji-u.ac.jp/life/kyoumu 

授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画はシラバスに記載 

 https://www.fuji-u.ac.jp/life/kyoumu 

 

 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 
（概要） 

【様式第２号の３より再掲】 

ディプロマ・ポリシーの単位認定（卒業認定）の方針を明記したシラバスにある成績評価の

方法基準により、厳正に実施している。成績評価の方法としては、定期試験 ％、レポート ％、

受講態度 ％というように具体的に明示している。 

 また、卒業論文を 4年間の学修の集大成と位置づけ、卒業論文評価基準に従って、4年間の

学習成果を点検・評価する。評価基準としては、身につけるべき力として、以下のものを挙げ

ている。 

① 問題発見力 

② 情報を収集・分析・整理する力 

③ 専門知識 

④ 論理的思考力 

⑤ 問題解決力 

 同時に、卒業論文作成に対する取組姿勢の評価と学修ポートフォリオの評価も加え、個々の

卒業論文について総括的評価を行う。 

学部名 学科名 
卒業又は修了に必要

となる単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

経済学部 
経済学科 １２４単位 有・無 単位

経営法学科 １２４単位 有・無 単位

 
 単位 有・無 単位

 単位 有・無 単位

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項）
公表方法： 
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⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること

公表方法：https://www.fuji-u.ac.jp/campus 

13



  

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

経済学部 
経済学科 700,000 円 260,000 円 265,000 円 

経営法学科 700,000 円 260,000 円 265,000 円 

 
 円 円 円 

 円 円 円 

 

 

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

 学生相談室 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

１ キャリア教育と就職支援の連携 

２ 就職支援 

 ① 就職ガイダンスの開催 

 ② 求人情報の提供 

 ③ 就職相談の充実 

 ④ 就職対策指導 

 ⑤ 求人開拓と企業の精査 

３ インターンシップ（２学年生全員対象）の実施 

４ 資格取得及び就職対策講座・セミナー、模試の実施 

５ 就職支援情報システムの運用及び実績調査の実施 

６ ゼミ担当者・部活動指導者との連携強化 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

 学生相談室 

（専任教職員による学生相談、カウンセラーによるカウンセリング） 

 健康診断結果の事後指導等 

 生活安全講習会他 

 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 

公表方法：https://www.fuji-u.ac.jp/ 

 備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（うち多子世帯） （　 　５人） （　 　５人）

人 人

区分外（多子世帯） ３６人 ４７人

第Ⅳ区分（理工農）

家計急変による
支援対象者（年間）

人（　 　）人

１６９人（１０５）人

１９人 ２２人

内
訳

第Ⅲ区分 ２１人 １６人

（うち多子世帯） （　 　１４人） （　 　１１人）

（うち多子世帯） （　 　４人） （　 　５人）

第Ⅱ区分

４１人第Ⅳ区分（多子世帯）

学校コード（13桁） F103310100764

（備考）

合計（年間）

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄（合計欄を含む。）について、該当する人数が1人以上10人以下の場合には、
当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載すること。

本表において、多子世帯とは大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）第４条第２項第
１号に掲げる授業料等減免対象者をいい、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分（理工農）とは、それぞ
れ大学等における修学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第２号イ～ニに掲げ
る区分をいう。

年間

１６９人（１０５）
人

後半期

１５４人（９５）人

４２人

２７人

学校名（〇〇大学 等）

設置者名（学校法人〇〇学園 等）

富士大学

学校法人富士大学

前半期

支援対象者数
※括弧内は多子世帯の学生（内数）

※家計急変による者を除く。
１６２人（１００）人

４５人第Ⅰ区分
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年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 ０人

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

前半期年間

（備考）

（備考）

修業年限で卒業又は修了できないことが確定

修得単位数が「廃止」の基準に該当
（単位制によらない専門学校にあっては、履修科目の
単位時間数が廃止の基準に該当）

出席率が「廃止」の基準に該当又は学修意欲
が著しく低い状況

０人 人 人

－ 人 人

「警告」の区分に連続して該当
※「停止」となった場合を除く。

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の処分を受けたことに
より認定の取消しを受けた者の数

計

－

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したことにより認定の取消
しを受けた者の数

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻
科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のものに
限る。）

右以外の大学等

後半期

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取消しを受けた
者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより認定の取消し
を受けた者の数

５人 人 人

人 人

５人 人 人

退学 人

３月以上の停学 人

年間計 人

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著しく不良であ
ることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含む。）、高
等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修業年限が２年以
下のものに限る。）

１人 人 人
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※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

訓告 人

年間計 人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定の効力の停止
を受けた者の数

３月未満の停学 人

（備考）

（１）停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の停止を受
けた者の数

修得単位数が「警告」の基準に該当 人 人 人

ＧＰＡ等が下位４分の１ ２１人 人 人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻
科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のものに
限る。）

年間 前半期 後半期

計 ３７人 人 人

出席率が「警告」の基準に該当又は学修意欲
が低い状況

１６人 人 人

（備考）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、停止を受けた者の数

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻
科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のものに
限る。）

年間 前半期 後半期

ＧＰＡ等が下位４分の１ ４人 人 人
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